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                                     様式３ 

論  文  内  容  の  要  旨  

氏  名  （  北  田  淳  子  ） 

論文題名 

 

原子力発電世論の変動の実証的研究 

――23年間の継続調査を3要素モデルで読み解く―― 

 

論文内容の要旨 

 

本論文は、筆者の長年にわたる原子力発電世論（以下「原発世論」）の研究の知見を再整理し、その変動の実態と

変動の力学を実証的に解明することを目的とする。 

第1章では、世論概念について検討し、理念としての世論とその把握方法の視点から討論型世論調査について「エネ

ルギー・環境の選択」における実施例を交えて検討し、標本調査である世論調査の重要性を再確認した。第2章では、

個人の原子力発電態度の規定因や、原子力への社会の反応、原子力発電反対論などから、原発世論を規定する要因を

考察した。それらをふまえ、第3章で原発世論の変動を説明する概念モデルを導出した。 

モデルは、原発世論は、Emotional factorとしての「リスク」、Functional factorとしての「効率性」、Belief factor

としての「脱物質主義」の3つの要素の力学的バランスの変化によって、肯定・否定方向に変化するというものである。

「脱物質主義」は、原子力発電態度に関係する価値観の内容がイングルハートの脱物質主義に重なることからあては

めた。モデルの視覚化として、原発世論を逆三角形の中に置き、垂直方向の位置によって上が肯定的、下が否定的を

あらわし、頂点から原発世論への3本の矢印の向きと太さによって、各要素が原発世論に働く力の方向と強さをあらわ

す図を考えた。第4章では、ケーススタディとして脱原発を決定したドイツにモデルを適用し、その原発世論の的確な

把握のためにモデルが有用であることを示した。 

第5章で原子力発電に関する継続調査データの概要を説明し、第6章から第9章では、原発世論と3要素の変動の実態

を当該時点の出来事や社会状況と関連付けて、どのような意味をもつかを詳細に解説し、以下の特徴をまとめた。 

①原発世論は、福島第一原子力発電所事故（以下「福島事故」）では数カ月で大きく動いたが、他の事故や事件では

あまり変動がなく安定性がある。 

②リスクの要素は、事故や事件に敏感に反応して不安感や不信感が高まるが、時間経過による当該事象の認知度の低

下に伴い短期で低下し、復元する傾向がある。福島事故では、チェルノブイリに象徴される原子力リスク像がリア

リティのある過酷事故に置き換わり、リスク認識が更新された。 

③効率性の要素は、決定要因である3E（安定供給、経済性、環境(CO2削減)）の中では、長く利用してきた事実に基づ

き主として安定供給における有用性が認識されている。料金上昇の感度は低く、経済影響やCO2排出量は可視的でな

く原子力発電との関係も自明でないため、実態の変化による認識の変化が生じにくい傾向がある。福島事故後の全

原子力発電所の稼動停止で支障が顕在化しなかった事実から、効率性の要素の認識はやや低下している。 

④脱物質主義は、どの時点でも原発態度との関係が明瞭だが、この23年間で脱物質主義が強まる傾向はない。福島事

故後に高まった脱原発への支持は、電力に依存しない生活スタイルを志向する価値観の変化を伴っていない。 

以上をふまえ、第10章では、1993年～2016年の間でポイントとなる時点として、「第1回調査の1993年」「原子力ル

ネサンスや経済低迷の中で

原発活用に前向きな2010年」

「福島事故から間もない

2011年」「福島事故4年半後

で原子力発電所の稼動停止

が続く2015年」を特定し、原

発世論の状態を視覚化した。 

最終の第11章では、結果を

要約し、今後の原発世論を展望した。福島事故で更新されたリスクの要素の時間経過による低下の行方と、CO2削減圧

力や再生可能エネルギーの実態をふまえた効率性の要素の再認識の行方の力学が大きいと考えられる。 

 




